












究資金制度（Institution for Competitive Research Grants : ICRG：以下ICRGと呼ぶ）である。ICRGは研究資金配
分機関が広く研究者・研究機関に対して研究課題を募り提案された研究課題の中から専門家による評価に基づいて
実施すべき課題を採択し研究者・研究機関に競争的研究資金（Competitive Research Grants : CRG：以下CRGと呼
ぶ）を配分する制度である。実際、世界で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Insti-
tute of Health）・NSF（National Science Foundation）・NASA（National Aeronautics and Space Administration）・





















ポリシービジョン、特に最新のポリシービジョンである2007年の総合科学技術会議（Council for Science and Tech-

































































1984 第 11 号答申（科学技術会議） ●国の研究資金運用効率化の必要性
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